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負の影響を示して論じる。また、平成 9年の男女雇用機会均等法改正で第 21 条に「雇用主の職場環境配慮義務J 規
定が置かれ、その後、労働省の指針が公表され、そして、多くの企業がセクシュアル・ハラスメントへの対応策を執
るに至った経緯を述べる。









第 H 章 米国のセグシュアル・ハラスメント法と判例






















第 H 章では、米国の 1964 年公民権法第 7 編(タイトルセブン)のもとでのセクハラ規制に関して、 1986 年の Vinson
事件以降の裁判例 (20 件)を分析し、特に、 1998 年の 2 つの連邦最高裁判決 (Ellerth 事件、 Faragher 事件)が職
場でのセクハラ対策に及ぼした影響について論述している。その際、著者は、訴訟上、企業がセクハラ予防に対する
合理的配慮や迅速適正な対応についての努力を立証することができれば、免責のための抗弁として認められる構造に
なっていることが、企業にとって、積極的にセクハラ対策に取り組むためのインセンティブになっていることに着目
する。
第E章では、第 E章で見た米国企業でのセクハラに対する取り組みが米国資本企業を通じて日本に移植されている
例(平成 12 年ファイザー製薬株式会社事件)を紹介した上で、今後の企業行動のグローパル基準について示唆し、
日本の企業におけるセクハラ対策の再検討の必要性を論じている。
そして終章では、日米裁判例の総合的検証を踏まえて、セクハラ問題についての企業の対策を実質的なものとする
には、司法の積極的な判断が必要であるとともに、企業の対策が法的・社会的に評価される枠組みを作ることにより、
セクハラ対策についての企業の自覚を促す必要があることを指摘する。
本論文は、日米の関連裁判例の分析に基づき、セクハラ対策の重要性を企業の社会的責任の観点から論じ、日本企
業の具体的取り組みについて提言する。日米の異なる法体系のもとでの論議を比較考量する際の問題理解および裁判
例の分析においてやや不十分な面もあるが、企業の予防法務の観点からのセクハラに関する研究はこれまでに見あた
らないものであり、論文として独自の意義を有するものとなっている。よって、審査委員会としては、本論文は、博
士(国際公共政策)の学位を授与するに値すると認定した。
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